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主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求の趣旨

浦和税務署長が平成１８年３月２８日付けでした原告の平成１６年分所得税の

更正処分のうち総所得金額６０６万３８００円，還付すべき税額１１２万８３８

０円を超える部分，及び過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は，原告が浦和税務署長に対し平成１６年分所得税の確定申告をしたとこ

ろ，同税務署長から原告に対し，みなし配当所得の申告漏れがあるとして総所得

金額の更正処分（本件更正処分）及び過少申告加算税の賦課決定（本件賦課決定

処分，以下本件更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）がなされたが，

原告はみなし配当所得は生じておらず，また，仮に同所得が生じていたとしても，

当該所得は非課税所得に該当するから上記各処分は違法であると主張して，被告

に対し本件更正処分等の取消しを求めている事案である。

２ 争いのない事実等（証拠により容易に認定できる事実についてはかっこ内に証

拠を示す。）

( ) 原告は，平成９年７月２３日，株式会社Ａ（本店所在地は埼玉県戸田市。1

以下「Ａ」という。）から，以下の約定により２億円を借り入れた（以下「本

件借入れ」ないし「本件貸金契約」という。）。

ア 元金の弁済期及び弁済額

初回 平成１４年６月３０日 ３３０万円

２回目以降 同年７月末日から平成１９年４月末日まで

１か月毎 ３３０万円

最終回 平成１９年５月末日 ５３０万円
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イ 利息 年２．２パーセント

ウ 利息の支払期及び支払方法

利息の支払方法は「前払い」とし，次の時期に所定の方法により，年３６

５日の日割計算で支払う。

初回 平成９年７月２３日

２回目以降 同年８月末日から平成１９年３月末日まで

１か月毎

最終回 平成１９年４月末日

エ 損害金 年１４．０パーセント（年３６５日の日割計算）

（甲４）

( ) 本件借入れの際，原告は，Ａに対し，本件貸金契約に基づく債務を保全す2

るため，その所有するＡの株式４万０２３６株（本件株式）に担保権（本件担

保権）を設定し，有価証券担保差入書（本件差入書）と共にこれをＡに差し入

れた。本件差入書には，以下の記載がある。

「担保権設定者（以下設定者という）は，債務者が貴社にたいして負担する・

・債務の担保として，債務者が別に差し入れた金銭消費貸借契約証書の各条

項のほかこの証書別紙約定を承認のうえ，・・の有価証券を貴社に差し入れ

ました。（以下，省略。）」

そして，本件差入書添付の別紙には，以下の記載がある。

「約定

第１条（担保の処分）

① 債務者が有価証券差入書の債務を履行しなかった場合には，貴社は，

設定者に事前に通知することなく，担保有価証券を一般に適当と認め

られる方法，時期，価格等によって処分のうえ，その取得金から諸費

用を差し引いた残額を法定の順序にかかわらず債務の弁済に充当する

ことができます。

② 前項によって有価証券差入書の債務の弁済に充当しなお残債務があ
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る場合には，債務者は直ちに弁済します。

第２条 省略

第３条（法定果実等の処分）

① 債権者が有価証券差入書の債務を履行しなかった場合には，担保有

価証券の配当金は担保の一部とみなし，この約定に従い処理すること

に同意します。」

（乙２の１）

( ) 原告は，本件貸金契約に基づき，平成９年７月分から平成１４年６月分ま3

での約定利息を支払ったが，それ以降，元金及び利息の弁済を怠った。なお，

Ａからの配当金２０１万１８００円のうち，源泉徴収された所得税額を控除し

た１６０万９４４０円は本件借入れの元本の弁済に充当された。

( ) Ａは，原告に対し，平成１６年６月２２日到達の「期限の利益喪失通知書4

兼催告書」と題する書面（本件利益喪失通知書）により，本件貸金契約につき

期限の利益を喪失させることを通知するとともに，同書面が到達した日から１

０日以内に，本件貸金契約の残元金，約定利息及び遅延損害金を支払うよう催

告した（乙１８の１，１８の２）。

( ) これに対して，原告が支払をしなかったことから，Ａは，平成１６年７月5

５日，原告に対し，本件株式を１株あたり５１４５円，総額２億０７０１万４

２２０円と評価の上，同日付けの「担保権実行による返済充当通知書及び催告

書」と題する書面（本件充当通知書）を送付して，そのころ本件担保権の実行

を通知した。（乙３）

( ) Ａは，上記担保権の実行による本件株式の取得価格２億０７０１万４２２6

０円と，同株式にかかるＡの資本金等の金額２０１１万８０００円との差額１

億８６８９万６２２０円について，所得税法（平成１８年法律第１０号による

改正前のもの。以下同じ。）２５条１項５号により配当等と見なされる金額に

該当するとして（本件みなし配当），当該金額に２０パーセントの税率を乗じ

た額の所得税３７３７万９２４４円を源泉徴収した（乙１９）。 なお，Ａは，
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当初の源泉徴収においては，誤って税額を４４円過少に計算し，３７３７万９

２００円を源泉徴収していた（乙４）。

( ) Ａは，上記取得価格２億０７０１万４２２０円から上記源泉徴収額３７３7

７万９２００円を控除した残額１億６９６３万５０２０円を本件借入金残額に

充当した（乙３，４）。

( ) 平成１７年２月１６日，原告は，浦和税務署長に対し，本件みなし配当に8

係る所得１億８６８９万６２２０円を配当所得に含めず，配当所得の金額を，

Ａからの配当金２０１万１８００円のみであるとし，総所得金額が６０６万３

８００円，退職所得が１００万円であり，還付すべき税額が１１２万８３８０

円であるとして，平成１６年分所得税の確定申告を行った（乙１）。

( ) 浦和税務署長は，原告の平成１６年分所得税の確定申告には，本件みなし9

配当に係る所得が計上されていないとして，平成１８年３月２８日付けで，配

当所得が１億８８９０万８０２０円，総所得金額が１億９２９６万００２０円

であり，これに退職所得１００万円を加えると，納付すべき税額は１９７０万

４６００円であると更正する旨の本件更正処分を行い，本税として２０８３万

２９００円を追加して納付するように通知すると共に，過少申告加算税として

３０９万９５００円賦課する旨の本件賦課決定処分を行った（甲１）。

( ) 原告は，平成１８年５月１７日，浦和税務署長に対し，本件更正処分等に10

対する異議申立を行ったが，同署長は，同年８月１０日にこれを棄却した。

( ) 原告は，平成１８年９月８日，国税不服審判所長に対し，審査請求を行っ11

たが，同所長は，平成１９年８月３０日付けでこれを棄却した。

( ) 原告は，平成２０年１月２８日，本件訴えを提起した。12

３ 争点

( ) 本件担保権の実行の適法性（争点( )）1 1

( ) みなし配当所得金額の算定における本件株式の評価方法の適否（争点( )）2 2

( ) 法９条１項５号の非課税所得該当性（争点( )）3 3

４ 争点に対する当事者の主張
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( ) 争点( )（本件担保権の実行の適法性）について1 1

（被告の主張）

ア 本件更正処分等の根拠及び適法性については，別紙記載のとおりである。

イ この点原告は，①本件借入金のうち，担保権実行時点においていまだ弁済

期が到来していない部分については，原告は期限の利益は喪失していなかっ

たのであるから，上記部分について期限の利益が喪失していることを前提に

行われた本件担保権実行は違法であり，また②本件担保権実行にあたっては，

本件差入書添付書面記載の約定に従い，一般に適当と認められる価格により

本件株式を処分する必要があったのに，本件において算出された本件株式の

額は，上記一般に適当と認められる価格ではなかったのであるから，本件担

保権実行は約定に反してなされたものである上，さらに③本件でＡが行った

自己株式取得は，定時株主総会決議のない違法なものであるから，いまだ本

件株式はＡにより有効に取得されていない旨主張する。

(ア) 期限の利益の喪失について

原告が，初回元本返済日以降の返済を怠ったため，ＡのＢ元専務は，原

告に対してたびたび催告を行ったところ，原告が今後も履行は困難である

と申立てたことから，原告に対して本件担保権の実行による弁済を求め，

原告がこれに同意したため，期限の利益を喪失させる意思を表示した本件

利益喪失通知書をもって催告したが，期間内に履行もなく期限の利益の喪

失に対する反論もないため，本件担保権を実行したものである。かかる事

情に照らすと，原告は本件担保権の実行に同意していたといえ，この点に

関する原告の主張は失当というべきである。

(イ) 約定違反の点について

担保権実行の際の担保評価の方法は，非上場株式の場合，適当な評価人

に鑑定依頼するなどして適正な処分株価を決める必要があるが，本件では，

Ａは，適正な処分株価を算出するため，Ｃ税理士法人に本件株式の株価の

評価を依頼し，その結果に基づいた価格で本件株式を取得している。
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したがって，原告主張のような約定違反はない。

(ウ) 自己株式の取得について

旧商法（平成１３年法律第７９号による改正施行後のもの。以下単に

「商法」という。）２１０条１項は，自己株式の買い受けについて，同法

に別段の定めがある場合を除いて，定時株主総会の決議により所定事項の

承認が必要である旨規定するが，自己株式の取得が担保権の実行手続の一

環として行われる場合，上記別段の定めがある場合に該当し，自己株式の

取得の規制は及ばないと解されている。

そうすると，Ａが債権の回収のために担保権の実行として行った本件自

己株式の取得は商法２１０条１項に定める「別段ノ定」に当たり，同条１

項の定時株主総会の決議の規制は及ばないと解すべきである。

ウ なお，仮に原告が主張するような瑕疵があったとしても，本件更正処分等

は適法である。

すなわち，そもそも課税処分は，現に経済的成果が生じている限りなしう

るのであって，その原因となる私法上の行為の瑕疵の存在は，課税処分の適

法性に何ら影響を及ぼさない。

本件では，原告は本件担保権の実行により，現実に配当所得という経済的

成果を得て，支払うべき源泉徴収額を支払い本件借入金を弁済したのである

から，原告に対する本件更正処分は，本件担保権実行の瑕疵の有無に関わら

ず適法なものである。

したがって，そもそも原告のこの点に関する主張は失当である。

（原告の主張）

ア 期限の利益喪失について

原告は，本件貸金債務について，平成１４年７月１日以降その弁済をして

いないが，本件借入金の最終返済期限は平成１９年４月末日なのであるから，

Ａが原告に対し，本件担保権を実行する旨の通知をした平成１６年７月５日

以降に返済期限が到来する部分については，いまだ，原告は期限の利益を喪
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失していなかった。したがって，Ａが本件株式の全部について本件担保権を

実行することはできなかったのであるから，本件株式の全部について本件担

保権が実行されたのは不当であり，本件株式は有効にＡに移転していない。

イ 約定違反について

本件株式の処分については，一般に適当と認められる価格による処分をす

る旨，本件差入書添付書面に記載の約定に定められている。しかるところ，

Ａは，本件株式の価額について，原告と合意することなく，本件借入れに係

る債権額合計２億０７０１万３２２０円を本件株式の４万０２３６株で除し

て求められた１株あたり５１４５円という価格で評価し，本件担保権を実行

した。したがって，本件担保権実行は，約定に反してなされたものであり，

本件株式は有効にＡに移転していない。

ウ 自己株式の取得について

Ａは，原告から本件株式を自己の株式として取得しているが，定時株主総

会の決議をしておらず，いまだ本件株式は適法にＡに移転していない。

エ 本件更正処分等の違法

以上のように，本件株式はＡに有効に移転していないから，これを前提に

なされた本件更正処分も違法である。

( ) 争点( )（みなし配当所得金額の算定における本件株式の評価方法の適否）2 2

について

（被告の主張）

ア 所得税法２５条１項５号は，法人の法人税法２条１４号に規定する株主等

（株主等）が当該法人の自己の株式の取得（証券取引法２条１６項に規定す

る証券取引所の開設する市場における購入による取得その他の政令で定める

取得を除く。）により金銭その他の資産の交付を受けた場合において，その

金銭の額及び金銭以外の資産価額の合計額が当該法人の資本金の額の内，そ

の交付の基因となった株式又は出資に対応する部分の金額を超えるときは，

その超える部分の金額にかかる金銭その他の資産は，剰余金の配当，利益の
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配当又は剰余金の分配の額とみなす旨規定している。

これは，法人がその利益を留保していた場合に，その留保利益（利益積立

金額）に相当する資産が，所得税法２５条に規定する各事由によって株主等

に帰属したときは，それは通常の配当の場合と同じ性質を有すると考えられ

るので，通常の配当と同様に課税しようとするものである。

上記みなし配当の額の計算の基礎となる「資本金等の額のうちその交付の

基因となった株式又は出資に対応する部分の金額」とは，自己の株式の取得

を行った法人が一の種類の株式を発行していた法人である場合には，その法

人のその自己株式の取得等の直前の資本金等の額にその直前の発行済株式等

の総数に占める株主等がその直前に有していたその法人のその自己株式の取

得等に係る株式の割合を乗じて計算した金額をいう（同法施行令（平成１８

年政令第１２４号による改正前のもの。以下同じ）６１条２項５号）。

イ 本件では，平成１６年７月５日に本件株式の担保権の実行によりＡが自己

株式を取得し，株主である原告がＡより２億０７０１万４２２０円の収入を

得て，そこから源泉徴収された額を差し引いた額が本件借入金の貸付元本，

付帯利息，遅延損害金の返済に充てられたところ，原告の同取得のうち本件

株式に係る資本金の額を超える部分は，所得税法２５条１項５号のみなし配

当所得に該当する。

そこで，被告は，上記法令にしたがって，本件株式にかかる資本等の金額

を２０１１万８０００円と算定したものであり，その算定方法は適法である。

ウ 原告は，原告が本件担保権の実行により得た収入額を，本件株式の客観的

な価額に基づいて算定すべきと主張するが，本件株式の担保権実行のような

取引の場合，取引の当事者が取引価額を決定すべきものであって，課税庁は，

これを前提として原告の所得額を算定すればよく，原告の主張は失当である。

（原告の主張）

被告は，原告が本件担保権の実行により得た収入の金額について，本件株式

の１株当たりの価額が５１４５円であることを前提としているが，同額は，Ａ
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が，本件借入金に係る債権回収額２億０７０１万４２２０円を本件株式数で除

して求めた額に過ぎない。Ａの税務会計処理はともかく，被告にあっては，本

件株式の時価を，所得税基本通達５９－６に基づいて客観的に算定した上で，

上記原告の収入額を算出すべきであった。

したがって，本件株式の価額を客観的に算出することなく，Ａの算出した数

字を前提に原告が本件担保権実行により得た収入額を算定するのは誤りであり，

これにより被告が課税の対象とした金額も誤りであるから，仮に本件株式が有

効にＡにより取得されていたとしても，本件更正処分は違法である。

( ) 争点( )（非課税所得該当性）3 3

（被告の主張）

ア 所得税法９条１項１０号は，「資力を喪失して債務を弁済することが著し

く困難である場合における国税通則法第２条第１０号（定義）に規定する強

制換価手続による資産の譲渡による所得その他これに類するものとして政令

で定める所得（第３３条第２項第１号（譲渡所得に含まれない所得）の規定

に該当するものを除く。）」とし（ただし，上記国税通則法は，平成１８年

法律第１０号による改正前のものである。以下同じとし，「通則法」とい

う。），同条項柱書はかかる所得につき非課税とする旨規定している。また，

所得税法施行令（平成１８年政令第１２４号による改正前のもの。以下同

じ。）２６条は「法第９条第１項第１０号（非課税所得）に規定する政令で

定める所得は，資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難であり，か

つ，国税通則法（括弧内省略）第２条第１０号（定義）に規定する強制換価

手続の執行が避けられないと認められる場合における資産の譲渡による所得

で，その譲渡に係る対価が当該債務の弁済に充てられたものとする。」と規

定している。

なお，通則法２条１０号は，「強制換価手続」の定義について，「滞納処

分（その例による処分を含む。），強制執行，担保権の実行としての競売，

企業担保権の実行手続及び破産手続をいう。」と規定している。
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この「資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難」である場合とは，

債務者の債務超過の状態が著しく，その者の信用・才能等を活用しても，現

にその債務の全部を弁済するための資金を調達することができず，近い将来

においても調達することができないと認められる場合をいい，これに該当す

るかどうかは，当該資産を譲渡したときの現況により判定すべきものである

と解されている。

そして，所得税法９条１項１０号が一定の場合に非課税としたのは，「強

制換価等によって資産の譲渡が行われるのは，その資産の所有者の資産状態

が悪化し，自己の有する資産の全部をもってしても債務の全部を弁済するこ

とができないような状態に陥ってはじめてなされる場合が多く，このような

場合に譲渡所得に課税を行っても，その者には担税能力がなく，結果的には

徴収不能となることが明らかであること，また，個人に対しては，その最低

限度の生活を保障すべき憲法上の要請があることから，これらを考慮して一

定の合理的な範囲で課税所得とすることを控え，個人の生計維持を図ったも

のと考えられる。そうすると，所得税法９条１項１０号，同法施行令２６条

に規定するものは，強制換価手続による資産の譲渡又は強制換価手続を避け

るためこれに代えて行われる資産の譲渡に限られるもの」と解されるから，

同号の適用については，譲渡者の資産が負債に比し単に下回っているだけで

は足りず，譲渡者において，強制換価手続の執行が避けられない程度に著し

く資力を喪失している状況にあることが必要というべきである。

イ(ア) これを本件についてみると，原告は，本件株式を譲渡した時点で，以

下のとおり総額２億７６６１万０１９４円の資産を有しており，これに対

して同時点で負っていた負債の総額は２億５１０２万７２２０円であり，

資産の額が負債の額を上回っている。

ａ 本件譲渡時における原告の資産の状況

本件譲渡時における原告の資産の合計額２億７６６１万０１９４円

上記金額は，下記(ａ)ないし(ｅ)の各資産の合計額であり，本件譲渡
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時における原告の資産の総額である。

(ａ) 本件株式 ２億０７０１万４２２０円

上記金額は，原告が，Ａに対し，本件株式を譲渡した対価の額であ

る。

(ｂ) 不動産 ３８５９万８０００円

上記金額は，原告が，本件譲渡時において有していたと主張する不

動産の金額である。

(ｃ) その他の資産 ７８４万７０００円

上記金額は，原告が，本件譲渡時において上記(ａ)及び(ｂ)以外に

有していたと主張する資産の合計額である。

(ｄ) 貸付金 ２０１５万０９７４円

上記金額は，平成１６年５月３１日現在，原告が設立した有限会社

Ｄ（Ｄ）に対して有していた貸付金残高である。平成１７年５月３１

日現在の同貸付金残高は２２７７万５３４１円であり，１年間で２６

２万４３６７円増加した事実が認められるものの，この間において減

少した事実は認められない（原告が回収見込みがないと主張すること

からも原告が同社から返済を受けていないことが優に推認される。）。

したがって，本件譲渡時において，最低でも同額の貸付金残高があ

ったと認められる。

なお，上記貸付金の存在については原告も認めているが，回収不能

資産であると主張している。

しかしながら，Ｄの財務状況は別表記載のとおりであるから，同社

が本件譲渡時を含む事業年度において稼働していたことは明らかであ

り，法律上回収不能であったとは評価できず，資産として計上するの

が相当である。

(ｅ) 出資金 ３００万００００円

上記金額は，平成１６年５月３１日において，原告がＤに対して有
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していた出資金の額であり，平成１７年５月３１日における原告の同

社に対する出資金と同額であるから，本件譲渡時においても同額の出

資金を有していたと認められる。

なお，上記出資金の存在については原告も認めているが，回収不能

資産であると主張している。

しかしながら，上記(ｄ)と同様の理由で回収不能資産であったとは

評価できず，資産として計上するのが相当である。

ｂ 本件譲渡時における原告の負債の状況

本件譲渡時における原告の負債の合計額２億５１０２万７２２０円

上記金額は，下記(ａ)及び(ｂ)の合計額であり，本件譲渡時における

原告の負債の総額である。

(ａ) Ａに対する負債額 ２億０７０１万４２２０円

上記金額は，下記ⅠないしⅢの金額の合計額である。

Ⅰ 本件借入金 １億９８３９万０５６０円

上記金額は，本件譲渡時において原告がＡに対して負っている借

入金の残高である。

Ⅱ 約定利息 ６５７万２８５７円

上記金額は，原告が平成９年７月２３日付でＡに差し入れた金銭

消費貸借契約証書（本件金銭消費貸借契約証書）第１条５項に基づ

き，Ａが計算した，本件譲渡時において支払われていない約定利息

の金額である。

Ⅲ 遅延損害金 ２０５万０８０３円

上記金額は，遅延損害金の額について，本件金銭消費貸借契約証

書第１条７項に基づき，Ａが計算した，本件譲渡時において支払わ

れていない遅延損害金の額である。

(ｂ) その他の債務 ４４０１万３０００円

上記金額は，本件譲渡時における原告の債務のうち，上記②以外の
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債務の合計額であり，原告が，本件譲渡時の負債の額として主張する，

Ｅ銀行Ｆ支店に対する借入金４３２１万５０００円及び未払住民税７

９万８０００円の合計額である。

(イ) 加えて，原告は，昭和５８年５月から平成１６年５月２０日に常務取

締役を退任するまで（平成１０年５月２０日から平成１２年５月１９日ま

でを除く。），Ａにおいて，監査役や取締役等の要職にあった者であり，

平成１３年において，給与収入として１６９５万２５２０円を，配当収入

として２０１万１８００円を，不動産収入として４９万６４９９円を，長

期譲渡収入として２８９５万８９８５円をそれぞれ得ており，平成１４年

及び平成１５年において，Ａからそれぞれ１６８６万４４６０円及び１６

２０万３２８０円の役員報酬を得ている上，平成１６年においても５７４

万２０００円の給与収入及び４００万円の退職金の支払も受けていた。さ

らに，原告は，平成１０年６月１０日に埼玉県上尾市に婦人衣料雑貨の販

売を主たる目的とするＤを設立し，同社の代表取締役に就任している。ま

た，原告は，東京都豊島区に所在するＧ株式会社（Ｇ）の設立時に，発起

人として２０株（１株５万円）の出資をし，本件株式の譲渡のときは同社

の取締役であった。

(ウ) これらの事情からすれば，原告は，本件株式を譲渡したとき「資力を

喪失して債務を弁済することが著しく困難な状況」にあったとは到底いえ

ない。

(エ) また，原告は，平成１４年６月３０日から弁済すべき本件借入金の元

本，同年７月以降発生した約定利息及び遅延損害金を返済せず，その後の

交渉の結果として上記元本等を本件借入金の担保として差し入れた本件株

式により弁済したものであり，本件株式の譲渡は，原告が本件差入書の約

定に基づいて，Ａに対して本件借入金を弁済することを承諾したことによ

り生じたものといえる。しかるとき，本件みなし配当の原因たる本件担保

権の実行は，強制換価手続による資産の譲渡又は強制換価手続を避けるた
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め，これに代えて行われる資産の譲渡とはいえず，所得税法９条１項１０

号及び同法施行令２６条により非課税とする要件に該当しないというべき

である。

なお，原告の主張する源泉徴収額３７３７万９２００円の債務は，本件

譲渡時の債務ではないから，上記原告の債務には含まれない。

ウ 以上のとおり，本件みなし配当にかかる所得は，原告が強制換価の手続の

執行が避けられないほど著しく資力を喪失している状況ではないことから所

得税法９条１項１０号及び所得税法施行令２６条が予定した場合ではないと

いうべきであり，しかも，本件株式の譲渡は，強制換価手続により資産の譲

渡又は強制換価手続きを避けるためこれに代えて行われる資産の譲渡とはい

えないことから所得税法９条１項１０号及び所得税法施行令２６条の適用要

件に該当しないことは明らかである。

したがって，非課税所得に該当する余地はない。

（原告の主張）

ア 原告が資力喪失の状況にあったか否かの判断は，原告の資産及び負債の具

体的状況から原告に債務を弁済する資力があったといえるかによって判断さ

れるべきである。

イ しかるところ，確かに原告はＤに対して出資をし，また貸付金を有してい

るが，平成１６年５月３１日現在，Ｄの換金可能金融資産は９０万６５２９

円にすぎず，原告の貸付金は回収見込みがなかった。

また，出資金の価額については，その株式の時価に基づいて評価すべきで

あり，基本通達５９ー６により，まず純資産価額を計算すると，Ｄは，資産

を負債が上回るから，純資産価額はマイナスとなり，原告のＤに対する出資

金の価額はゼロとなる。

また，Ｇに原告の名義の株式があるが，これは，同社の代表取締役Ｈに頼

まれて名義を貸したものであり，原告は実質的には株式を取得していない。

さらに，原告が同社の取締役として登記されていることについては，上記Ｈ
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が原告に無断で登記したものである。したがって，原告はＧから株式の配当

及び役員報酬を受け取ったことがない。

加えて，本件担保権の実行は，被告の主張のように原告の承諾の上でなさ

れたものではない。原告は，本件借入金にかかる債務の弁済について，Ａと

の間で，本件株式の価額について折り合いがつけば本件担保権の実行に同意

するとの意向を持って交渉してきたが，原告は本件株式を１株あたり５１４

０円で担保権の実行をすることに同意はしていない。

さらに，被告が主張する原告の債務の他にも，原告はＡに対して源泉徴収

額３７３７万９２００円の債務を負っている。

以上のとおりであるから，本件担保権の実行は，原告が上記のとおり債務

超過の状態が著しく，資力喪失の状態に陥り，本件借入金に係る債務の弁済

が困難となったことに起因してなされたものである。

ウ したがって，本件みなし配当所得が仮にあったとしても，同所得は非課税

所得であり，この点を誤った本件更正処分は違法である。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点( )（本件担保権実行の適法性）について1

所得税法２５条１項５号は，「株主等が，当該法人の自己の株式の取得により

金銭その他の資産の交付を受けた場合において」，その金銭の額及び金銭以外の

資産価額の合計額が当該法人の資本金の額の内その交付の基因となった株式又は

出資に対応する部分の金額を超えるときは，その超える部分の金額にかかる金銭

その他の資産は，剰余金の配当，利益の配当又は剰余金の分配の額とみなす旨規

定しているところ，ここに「金銭その他の資産の交付を受けた場合」には，金銭

のその他の資産の交付のみならず，同様の経済的成果をもたらす債務の消滅等が

あった場合も含むと解するのが相当である。

そして，所得税は，現実に発生した経済的成果を課税対象とするものであるか

ら，同成果の発生の前提となる私法上の行為に瑕疵がある場合であっても，これ

による経済的成果が発生し，存続していると認められる以上，同経済的成果を対
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象に課税することは適法になし得るところである。

上記争いのない事実等によれば，原告は，Ａの株主であるところ，同社から２

億円を借り入れるに際し本件株式を担保に供したことが認められる。そして，上

記争いのない事実等及び証拠（乙４，６，１０）によれば，Ａは，原告が平成１

４年７月分以降，配当金を弁済に充当したほかは本件借入れの返済を怠ったため，

本件担保権を実行することとし，自己の株式である本件株式を合計２億０７０１

万４２２０円と評価し原告に提案したこと，原告は，本件担保権実行について

「しょうがない」と同意し，その後のＡからの本件利益喪失通知書に対し，返済

や反論をしなかったことが認められ，これらの事情からすると，原告は，Ａによ

る本件担保権の実行に同意し，Ａが本件株式を同社提案の金額で取得することに

同意していたものと認められる。こうしたことから，Ａは，２億０７０１万４２

２０円から同社の資本等の金額のうち本件株式に対応する部分の金額（後記２

( )記載の計算によれば２０１１万８０００円）を差し引いた１億８６８９万６2

２２０円について源泉徴収を行い，２億０７０１万４２２０円から源泉徴収額を

差し引いた残金を本件借入れに対する弁済に充てたということができる。

そうすると，原告は，本件担保権の実行により２億０７０１万４２２０円を得

たのであり，同金額から上記２０１１万８０００円を差し引いた１億８６８９万

６２２０円が原告のみなし配当にかかる所得として課税対象になるというべきで

ある。以上によれば，浦和税務長が本件みなし配当にかかる所得に課税を行うこ

とは適法であるといえる。

原告は，本件みなし配当所得が生じた原因である，本件株式のＡによる取得が

適法になされていないと縷々主張する。しかし，前記のとおり，原告は本件株式

の交換価値として２億０７０１万４２２０円の経済的成果を受けているのであり，

たとえ本件担保権の実行に原告が主張するような違法があったとしても，これに

よって，当然に上記経済的成果がなくなるものではない。

よって，本件更正処分は適法であり，この点についての原告の主張には理由が

ない。
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２ 争点( )（本件株式の評価方法の適否）について2

( ) 原告は，本件において原告が得た収入金額は，本件株式の客観的な価額に1

基づいて算定されるべきであったと主張する。

( ) そこで，この点について検討するに，所得税が，現実に発生した経済的成2

果を課税対象とするものであることは前述のとおりであるところ，本件担保権

の実行により，Ａは，担保として原告から差し入れられていた本件株式を１株

あたり５１４５円，総額２億０７０１万４２２０円と評価した上で取得し，そ

の評価額から本件株式に対応する前記資本金額を控除した額について源泉徴収

し，上記評価額から源泉徴収額を差し引いた残額を原告の残債務に充当してい

る。その結果，原告は本件株式の交換価値として２億０７０１万４２２０円の

経済的成果を受けている。

このように，所得税の課税の対象となる，原告が受けた経済的成果は，本件

株式の客観的時価に基づいて算出されるものではなく，上記取引において現実

に前提とされた価額に基づいて算出されるものというべきであるから，原告が

本件担保権の実行により得た収入を，Ａが行った算定額を前提として算出する

ことは適法である。

そして，原告の取得した上記所得は，みなし配当所得に該当するところ（法

２５条１項５号），法２５条１項５号のみなし配当の額については，交付を受

けた金銭の額から，当該法人の資本金等の額のうちその交付の基因となつた当

該法人の株式に対応する部分の金額を引いて求めるものであり，同金額は，当

該株式の取得を行った株式会社の当該取得の直前の資本等の金額を，同会社の

当該取得直前の発行済み株式等の総数で除して計算した金額に，取得された株

式の数を乗じて算定するものとされるところ（所得税法施行例６１条２項５

号），本件においても，Ａの本件株式取得の直前の資本等の金額１億６０００

万円を，発行済み株式等の総数３２万株で除して計算した金額に，本件株式の

数４万０２３６株を乗じて計算して得た金額（２０１１万８０００円）となっ

ており，上記にしたがって，みなし配当額が算定されている。
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( ) したがって，被告の本件における本件株式の評価の方法は適法である。3

３ 争点( )（非課税所得該当性）について3

( ) 原告は，本件みなし配当にかかる所得は，所得税法９条１項１０号に規定1

されている非課税所得に該当すると主張する。

所得税法９条１項１０号は，資力を喪失して債務を弁済することが著しく困

難である場合における国税通則法２条１０号に規定する強制換価手続（滞納処

分（その例による処分を含む。），強制執行，担保権の実行としての競売，企

業担保権の実行手続及び破産手続をいう。）による資産の譲渡による所得その

他これに類するものとして政令で定める所得（３３条２項１号（譲渡所得に含

まれない所得）の規定に該当するものを除く。）については，所得税を課さな

い旨定めている。そして，所得税法施行令２６条は，上記政令で定める所得に

ついて，資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難であり，かつ，国税

通則法２条１０号に規定する強制換価手続の執行が避けられないと認められる

場合における資産の譲渡による所得で，その譲渡に係る対価が当該債務の弁済

に充てられたものとする旨定めている。

上記法令の趣旨は，資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難である

場合における強制換価手続による資産の譲渡に係る譲渡所得については，この

場合の譲渡が本人の意思に基づかない強制的な譲渡であり，またこのような場

合には実際問題として課税することが困難であることなどから，課税しないこ

ととしたものである。また，強制換価によらずに任意換価によって資産を譲渡

して債務の弁済を行うことも一般に行われることから，任意換価のうち一定の

ものについても，強制換価手続に類するものとして非課税としたものである。

このような趣旨にかんがみると，資力を喪失して債務を弁済することが著し

く困難である場合とは，当該資産の譲渡時に，債務者の債務超過の状態が著し

く，その者の信用，才能等を活用しても，現にその債務の全部を弁済するため

の資金を調達することができないのみならず，近い将来においても調達するこ

とができないと認められる場合をいうと解すべきである。所得税基本通達９－
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１２の２においても同様に解されている。

以上を前提に，本件みなし配当所得が非課税所得に該当するか検討する。

( ) 本件においては，前記争いのない事実等及び後掲証拠によれば，本件担保2

権が実行された平成１６年７月５日当時の原告の資産状況に関し，以下の事実

が認められる。

ア 原告は，自宅等の土地建物を所有していた。これらの不動産の評価額は，

原告の試算によると合計３８５９万８０００円である（甲１６）。

イ 原告が所有していた本件株式の数は４万０２３６株であり，同株式は，Ａ

により，その取得の対価の算定において，２億０７０１万４２２０円と評価

された。

ウ 原告は，平成１０年６月１０日にＤを設立して同社の代表取締役に就任し，

その後平成１６年７月５日当時も引き続き代表取締役を務めていた。なお，

平成２０年４月の時点でも，引き続き代表取締役を務めていた（乙１０）。

エ 原告は，平成１７年５月３１日時点で，Ｄの資本金３００万円全額を出資

していたほか，同社に対し，平成１６年５月３１日現在で２０１５万０９７

４円，平成１７年５月３１日現在で２２７７万５３４１円の貸金債権を有し

ていた（乙１２の１，１２の２，２９の２，３０）。

オ その他，原告の試算によっても，原告は，株式，預貯金，生命保険の解約

返戻金等，合計７８４万７０００円相当の資産を有していた。（甲１６）

カ 平成１６年７月５日当時の原告の負債総額は，本件借入金残額２億０７０

１万４２２０円，住宅ローン４３２１万５５２８円，住民税７９万８０００

円の合計約２億５１０２万７７４８円であった。

( ) 上記認定事実に加え，原告は，平成１６年にＡから５３９万２０００円，3

Ｄから３５万円の給与等を取得し（乙１），さらにＡから，退職金４００万円，

配当として２０１万１８００円の収入も得ており，上記諸事情を総合すると，

本件株式のＡによる取得時に，原告の債務超過の状態が著しく，その信用，才

能等を活用しても，現にその債務の全部を弁済するための資金を調達すること
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ができないのみならず，近い将来においても調達することができないと認めら

れる場合には該当しないといわざるを得ない。

( ) なお，原告は，Ｄに対する貸付金は回収不能であり，同社の純資産価額が4

マイナスとなっていることから，出資金の価額は０円と評価されると主張する。

しかしながら，Ｄは，平成１５年度（同年６月１日から平成１６年５月３１

日まで）及び平成１６年度（同年６月１日から平成１７年５月３１日まで）に

おいて，それぞれ２８１万６５３０円，２１４万４１５３円の当期損失を出し

ているものの，同社は営業を継続しており，現に，平成１７年度（同年６月１

日から平成１８年５月３１日まで）には１５２万０５５０円の，平成１８年度

（同年６月１日から平成１９年５月３１日まで）には４２５万３５４５円の当

期利益が出ていることからすると（甲６の２，６の３，１２，１３），上記貸

付金は回収不能と評価すべきでなく，同様に出資金の価額も０円と評価すべき

ではなく，Ｄに対する貸付金をもって原告の資産として評価しうるものといえ

る。

また，原告は，本件みなし配当所得にかかる源泉徴収額（３７３７万９２４

４円。なお，Ａが当初源泉徴収した額は３７３７万９２００円）についても，

原告のＡに対する債務として，上記負債の額に合算すべきであると主張するが，

本件みなし配当にかかる所得が，原告の資産状況からみて課税しうる所得であ

るかは本件株式担保権件実行前の債務をもって判断するのであって，源泉徴収

義務は実行による債務の消滅以降に発生するものというべきであるから，これ

をもってを負債として考慮すべきでないことは当然であり，原告の主張は採用

できない。

( ) 以上の事実によれば，本件みなし配当所得は，資力を喪失して債務を弁済5

することが著しく困難であり，かつ，国税通則法２条１０号に規定する強制換

価手続の執行が避けられないと認められる場合における資産の譲渡による所得

で，その譲渡に係る対価が当該債務の弁済に充てられたものには該当せず，法

９条１項１０号の規定する非課税所得には当たらない。
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４ 以上のとおりであるから，本件みなし配当所得に課税をするとして，別紙第１

の１記載の根拠によってなされた本件更正処分及び別紙第２の１記載の根拠によ

ってなされた本件賦課決定処分はいずれも適法である。

第４ 結論

以上のとおり，本件更正処分等はいずれも適法であり，原告の請求は理由がな

いから棄却することとし，主文のとおり判決する。

さいたま地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 遠 山 廣 直

裁判官 八 木 貴 美 子

裁判官 辻 山 千 絵
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（別紙） 被告の主張する原告の税額等

第１ 本件更正処分の根拠及び適法性

１ 本件更正処分の根拠

( ) 総所得金額 １億９２９６万００２０円1

上記金額は次のア及びイの各金額の合計額である。

ア 配当所得の金額 １億８８９０万８０２０円

上記金額は，下記(ア)及び(イ)の各金額の合計額であり，所得税法（平成

１８年法律第１０号による改正前のもの。以下同じ。）２４条及び２５条に

よる配当所得の金額である。

(ア) 確定申告に係る配当所得金額 ２０１万１８００円

上記金額は，原告の平成１６年分の所得税の確定申告書（本件確定申告

書）に記載された配当所得の金額である。

(イ) 配当等の額とみなす金額 １億８６８９万６２２０円

上記金額は，下記①のうち下記②を超える部分の金額（所得税法２５条

１項５号）である。これは，原告が平成９年７月２３日に株式会社Ａ

（Ａ）から２億円を借り入れた際，同社に担保として差し入れたＡの株式

４万０２３６株（本件株式）について，Ａが平成１６年７月５日に当該担

保権を実行し，本件株式の所有権を取得した一方，原告の本件株式の価額

に対応するＡに対する債務が償却されたことによって配当等の額とみなさ

れる金額である。

① 本件株式の譲渡価額 ２億０７０１万４２２０円

上記金額は，上記担保権の実行に伴い，Ａが所有権を取得した本件株

式の価額（１株当たり５１５４円，株数４万０２３６株）である。

② Ａの資本等の金額のうち本件株式に対応する部分の金額

２０１１万８０００円

上記金額は，本件株式の取得を行ったＡの当該取得の直前の資本等の
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金額（法人税法２条１６号）１億６０００万円を，Ａの当該直前の発行

済み株式等の総数３２万株で除して計算した金額に，本件株式の数４万

０２３６株を乗じて計算した金額（所得税法施行令（平成１８年政令第

１２４号による改正前のもの）６１条２項５号）である。

イ 給与所得の金額 ４０５万２０００円

上記金額は，本件確定申告書に記載された給与所得の金額である。

( ) 退職所得の金額 １００万００００円2

上記金額は，本件確定申告書に記載された退職所得の金額である。

( ) 所得控除の合計額 １９０万４３８２円3

上記金額は，所得控除（所得税法７２条ないし８４条及び８６条）の合計額

であり，本件確定申告書に記載された社会保険料控除，配偶者控除，扶養控除

及び基礎控除の各金額の合計額である。

( ) 課税総所得金額 １億９１０５万５０００円4

上記金額は，前記( )の総所得金額１億９２９６万００２０円から前記( )の1 3

所得控除の合計額１９０万４３８２円を控除した後の金額（ただし，国税通則

法（通則法）１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後

のもの）である。

( ) 課税退職所得金額 １００万００００円5

上記金額は，前記( )の退職所得の金額であり（所得税法２２条３項），本2

件確定申告書に記載された金額である。

( ) 差引所得税額 ５８４６万２２９８円6

上記金額は，下記ア及びイの合計額からウの金額を差し引いた後の金額であ

る。

ア 課税総所得金額に対する税額 ６８２０万０３５０円

上記金額は，前記( )の課税総所得金額１億９１０５万５０００円に所得4

税法８９条１項及び経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び

法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１７年法律第２１号による改正前
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のもの。以下「負担軽減法」という。）４条に規定する税率を乗じて算出し

た金額である。

イ 課税退職所得金額に対する税額 １０万００００円

上記金額は，前記( )の課税退職所得金額１００万円に所得税法８９条１5

項に規定する税率を乗じて算出した金額であり，本件確定申告書に記載され

た金額と同額である。

ウ 配当控除の金額 ９８３万８０５２円

上記金額は，所得税法９２条１項３号の規定に基づき，前記( )アの１億1

８８９０万８０２０円のうち，前記( )の課税総所得金額１億９１０５万５4

０００円から１０００万円を控除した金額に達するまでの金額１億８１０５

万５０００円については，１００分の５を，その他の金額７８５万３０２０

円については，１００分の１０を，それぞれ乗じて計算した金額の合計額で

ある。

( ) 定率減税額 ２５万００００円7

上記金額は，負担軽減法６条の規定により算出した金額である。

( ) 源泉徴収税額 ３８５０万７６２４円8

上記金額は，本件確定申告書に記載された金額１１２万８３８０円と，前記

( )ア(イ)の配当等の額とみなす金額１億８６８９万６２２０円について源泉1

徴収された金額３７３７万９２４４円（所得税法１８２条２号）の合計額であ

る。

( ) 納付すべき税額 １９７０万４６００円9

上記金額は，前記( )の金額から前記( )及び( )の金額を控除した金額（た6 7 8

だし，通則法１１９条１項により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）

である。

２ 本件更正処分の適法性

上記１のとおり，原告の平成１６年分の所得税の納付すべき税額は１９７０万

４６００円であるところ，この金額は，本件更正処分の納付すべき税額と同額で
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あるから，本件更正処分は適法である。

第２ 本件賦課決定処分の根拠及び適法性

１ 本件賦課決定処分の根拠

前記のとおり，本件更正処分は適法であるところ，原告は平成１６年の所得税

について，納付すべき税額を過少に申告していたものであり，納付すべき税額を

過少に申告していたことについて，通則法６５条４項に規定する正当な理由も存

在しない。

したがって，原告に課されるべき過少申告加算税の額は，通則法６５条１項に

基づき，本件更正処分により新たに納付すべきこととなった税額２０８３万円

（ただし，通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の

もの）に１００分の１０を乗じて算出した金額２０８万３０００円と，通則法６

５条２項の規定に基づき，本件更正処分により新たに納付すべきこととなった税

額２０８３万２９００円（ただし，通則法１１９条１項により１００円未満の端

数を切り捨てた後のもの）から５０万円を控除した残額である２０３３万円（た

だし，通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のも

の）に１００分の５を乗じて算出した金額１０１万６５００円と合計額である３

０９万９５００円となる。

２ 本件賦課決定処分の適法性

上記のとおり，原告に課されるべき過少申告加算税の金額は３０９万９５００

円であるところ，この金額は，本件賦課決定処分の金額と同額であるから，本件

賦課決定処分は適法である。
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